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The purpose of this study is to collect and analyze the statistical data on the property of the 
housing units with the loft space. Based on the LIFULL HOME'S data set, the distribution of houses 
with loft space in Japan and the number of housing units with the loft space are clarified in terms of the 
regional characteristics. The ratio of loft area in the occupied area by prefecture and the relationship 
between the loft area and the occupied area are described in this paper. 
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１．はじめに 

 住宅において土地面積が確保できない場合，土地の

有効利用のため，ロフトを用いた解決策を取っている

住宅が多く見られる。しかし，温熱環境の観点から見

ると，夏季のロフト空間は高温となり，熱的快適性に

問題がある 1)。小屋裏空間に関しての既住研究はいく

つか見られるが 2) ，ロフト空間に関する調査研究はほ

とんど見られない。斜面地が多い長崎市内の住戸にお

いてもロフトを備えた住戸が多くみられることが経験

的にわかっているが，統計データがないため，確認す

る必要がある。そこで，ロフトを備えた住戸の分布や

面積等に地域特性があるのかどうかを確認することを

目的とし， LIFULL HOME'S データセットの賃貸・売

買物件月次データにおける 2015年 7月分を統計資料と

して用いて分析した。

２．ロフトを備えた住戸の地方別分布 

本研究で対象とするデータは LIFULL HOME'S デー

タセットの内の日本全国 500,000 件の住戸データだが， 

令和2年6月8日受理 

日本地図上にマッピングできたのはその内の 200,000
件であった。200,000 件の住戸データのうち，ロフト

を備えた住戸は 11,975 件（全データの 6.0%）であっ

た。ロフトを備えた住戸の位置を地図上にマッピング

した結果を Fig. 1 に示す。

ロフトを備えた住戸の分布を見ると，人口の多い都

市部に集中している傾向があることがわかる。人口が

集中している地域にはその分だけ住戸数も多く，それ

に伴ってロフトを備えた住戸も多くなると考えられる

ことが理由として推測される。他方，東京，大阪のよ

うな主要都市だけでなく，その周辺の地域にもロフト

を備えた住戸が多く分布していることが Fig. 1から見

て取れる。理由としては，前述の都市部と同様に，主

要都市周辺の地域においても住戸数が多く，それに

伴ってロフトを備えた住戸も多いためだと考えられる。 

Fig. 1 では地方別に見て都市部にロフトを備えた住

戸が多く分布していることが示されたが，ロフトを備

えた住戸の都道府県別の分布がどのような状況である

かについては以降に述べる。

42長崎大学大学院工学研究科研究報告　第50号95巻　令和2年7月



 

(a)北海道地方 (b)東北地方

(c)関東地方

(d)中部・近畿地方

(e)中国・四国・九州地方 (f)沖縄地方

Fig. 1 ロフトを備えた住戸の地方別分布
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３．ロフトを備えた住戸の都道府県別分布 

LIFULL HOME'S データセットの賃貸・売買月次デー

タとして収録された日本全国 500,000 件の住戸データ

のうち，ロフトを備えた住戸が各都道府県の全住戸数

に占める割合を Fig.2 に示す。

Fig.2 より，全国的に見てロフトを備えた住戸の割

合が最も高いのは福井県であり，その割合は 24.7％と

なっており，他県に比べて突出して高い。その次に割

合が高い県は長崎県であり割合は 12.9%となっている。

また割合が最も低い県は沖縄県であり，割合が 0.5%と

非常に低い割合を示している。

次に，以上の 3 県の 5 年間(2015 年 6 月～2020 年 5
月)における月平均気温，日最高気温の月平均，日最低

気温の月平均について Fig.3 に示す 3)。Fig.3 より 3
県は 8 月の月最高気温に関しては大きな差はないが，

沖縄県では同月の月最低気温が高い値を示し，同月の

月平均気温も高くなっている。沖縄県では 5～10 月ま

で気温が高く，特に 6～9 月までは月最高気温が 30℃
を超える厳しい暑さであることがわかる。冬において

も沖縄県は他の 2 県に比べて気温の下がり幅が少なく，

1～2 月の月最低気温が 15℃以上あることから，一年を

通して気温が高いことが示された。沖縄県では住宅の

省エネルギー基準における地域区分が 8 地域に指定さ

れていることからもわかるように 4) ，亜熱帯気候であ

り，ロフトを備えた住戸を建築したとしてもロフト部

分が夏季に高温となり，温熱環境の観点から見てその

熱的快適性に問題があり，沖縄県ではロフトがあまり

採用されなかったことから，沖縄県においてロフトを

備えた住戸の割合が最も低くなったと推測される。

福井県においてロフトを備えた住戸数の割合が全国

で最も高い値を示した理由としては地域特性が関係し

ていると推測される。福井県は出生率が日本全国で唯

一増加した県であったり，三世代同居率が高いという

地域特性が見られる 5)。このようなことが影響してい

るためか，1 住戸当たりの延床面積が全国で最も大き

く，居住室数も全国で最多である 5)。このような住宅

規模を大きくする地域特性が影響して，ロフトを備え

た住戸数の割合が，福井県で突出して高くなったので

はないかと考えられる。

次に，長崎県のロフトを備えた住戸数の割合が福井

県に次いで高い値を示した理由としては山地が多く，

平地が少ない地形が関係していると推測される。長崎

県の中でも特に密集した斜面住宅地の多い長崎市にお

いて，土地の有効利用が必要であり，ロフトのように

高さ方向に面積を確保する解決策を取っている住宅が

経験的に多く見られるが，そのことを反映していると

考えられる。

Fig.2 より，都道府県別のロフトを備えた住戸数が

全住戸数に占める割合の中央値は 4.9％と算出された。

そこでロフトを備えた住戸数の全戸数に占める割合が

2.0%以下，7.5％以上と前述の中央値との差が大きい都 

Fig.2 ロフトを備えた住戸数が各都道府県の

全住戸数に占める割合
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(a)福井県

(b)長崎県

道府県について示したものを Fig.4 に示す。Fig.4 よ

り，関東地方と北陸地方はロフトを備えた住戸数の割

合が 7.5%以上の都道府県が多い。7.5%以上の割合は前

述の中央値との差が大きく，関東地方と北陸地方はロ

フトを備えた住戸数の割合が大きい都道府県が偏って

いると解釈できる。

この要因として，関東地方については転入超過数が

他の都市圏よりも多い状態が続いており 6)，住宅の 1
住戸当たりの有効利用できる土地が少ないことが考え

られる。一方，北陸地方では戸建住宅のデータではあ

るが，1 住戸当たりの延床面積が大きく，また居住室

数が多い傾向にあることが影響しているのではないか

と考えられる 5)。 

４．ロフトを備えた住戸におけるロフト面積の実態 

日本全国 500,000 件の住戸データのうち，ロフトを 

 

 

 

Fig.4 日本全国におけるロフトを備えた住戸数の

割合の中央値との差が大きい都道府県

 (枠内の数字はロフトを備えた住戸数が 
  当該全戸数に占める割合) 

Fig.3 福井県，長崎県，沖縄県の 5 年間(2015 年 6 月～2020 年 5 月)の月平均気温，日最高気温の 
月平均，日最低気温の月平均 3) 

(c)沖縄県
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備えた住戸の専有面積とロフト面積との関係を Fig.5

に示す。Fig.5 より，ロフトを備えた住戸の専有面積

とロフト面積の関係は，専有面積が 10～30 m2 でロフ

ト面積が 2～11 m2 の群（以降，A 群と呼ぶ。）と，専

有面積が 80～100 m2 でロフト面積が 5～11 m2 の群（以

降，B 群と呼ぶ。）に分けられる。ここで，専有面積が

小さい A 群は集合住宅のデータ，専有面積が大きい B
群は戸建住宅のデータと考えられる。専有面積 55～70
m2 の住宅はテラスハウスとして利用されており，集合

住宅の一種ではあるが通常の集合住宅より専有面積が

大きいためここでは検討対象から除外する。A，B 両

群のロフト面積に大きな差はないことから，集合住宅

と戸建住宅とでロフト面積に大きな差はないことが推

測される。次に，専有面積に対するロフト面積の割合

を算出してみると，集合住宅の専有面積に対するロフ

ト面積の割合の中央値は 34.5%，戸建住宅の専有面積

に対するロフト面積の割合の中央値は 9.0%と算出さ

れ，集合住宅の専有面積に占めるロフト面積の割合の

方が戸建住宅に比べ大きいことがわかった。

このことから，特に専有面積に占める割合が 3 割以上

である集合住宅のロフト空間における熱的快適性の確

保がより重要であるといえる。

次に，ロフトを備えた住戸の専有面積に占めるロフ

ト面積の割合を都道府県別に比較した結果を Fig.6 に

示す。但し，分析対象としたデータのうち，都道府県

によってはロフトの面積の記載がない物件があったた

め，ここでは Fig.5 のグラフに用いた都道府県のデー

タのみを分析対象とする。Fig.6 に示した都道府県の

うち，比較的データ数の多い千葉県，東京都，神奈川

県，愛知県，兵庫県，福岡県を対象として考察する。

専有面積に占めるロフト面積の割合は，千葉県，東京

都，神奈川県，兵庫県では 5％あたりから 50 数％付近

まで満遍なく分布している一方で，愛知県では 33～
50％，福岡県では 27～45％付近に集中していることが 

 

 

Fig.5 ロフトを備えた住戸の専有面積とロフト面の関係

Fig.6 ロフトを備えた住戸の専有面積に占めるロフト面積の割合の都道府県別比較
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わかる。このことから，愛知県や福岡県はロフトを備

えた住戸の専有面積が小さいか，あるいはロフトの面

積が大きい物件が多いことが推測される。このように

住宅の専有面積に対するロフトの面積の割合には地域

により特性があることが示唆された。なお，長崎県で

はデータ数が少ないが，専有面積に占めるロフト面積

の割合は 48～56％と高い割合に分布しており，全国的

に見てもロフト面積が専有面積に占める割合が高く，

斜面地が多いという土地柄，ロフトで面積を確保しよ

うとする傾向が見て取れる。

５．まとめ 

本研究より得られた知見を以下にまとめる。

①LIFULL HOME’S データセット内の日本全国の

200,000 件の住戸データのうちロフトを備えた住戸

は 11,975 件(全データの 6%)であった。ロフトを備え

た住戸の地方別分布より地方別に見て都市部にロフ

トを備えた住戸が偏って分布している。

②各都道府県のロフトを備えた住戸数の割合について

述べる。全都道府県の中でロフトを備えた住戸の割

合が最も高いのは福井県の 24.7％である。その次に

割合が高い県は長崎県であり割合は 12.9%となって

いる。また割合が最も低い県は沖縄県であり，割合

が 0.5%となっている。また，関東地方と北陸地方は

ロフトを備えた住戸数の割合が 7.5%以上の都道府

県が多く，この 2 地方はロフトを備えた住戸数の割

合が大きい都道府県が偏っていると解釈できる。

③ロフトを備えた住戸におけるロフト面積の実態より

集合住宅の専有面積に対するロフト面積の割合の中

央値は 34.5%，戸建住宅の中央値は 9.0%と算出され，

集合住宅の専有面積に占めるロフト面積の割合の方

が戸建住宅に比べ大きい。次に，住戸の専有面積に

占めるロフト面積の割合は，愛知県では 33～50％，

福岡県では 27～45％付近に集中していることがわ

かる。また，長崎県では 48～56％と高い割合に分布

している。

なお，上記の知見は分析に用いたデータベースに基

づいている。日本全国の住戸 62,407,400 件 7)の一部を

対象とした分析結果であるため，理想的には日本全国

の住戸を反映したデータベースを用いた分析を実施す

るのが望ましい。
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